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変更・追加：赤字＿、削除：＝
理由旧(現行) 見直し後

別表第１ 原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報基準 別表第１ 原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に基づく通報基準

誤記訂正

放射性物質

通常経路放

出

政令第４条第４項第２号

当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の

排気筒，排水口その他これらに類する場所において，当該原

子力事業所の区域の境界付近に達した場合におけるその放

射能水準が第１項に規定する放射線量に相当するものとし

て原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質が

原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこ

と。

第１項に規定する放射線量：５μSv/h

指針 施設敷地緊急事態を判断する EAL①

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条

に基づく通報の判断基準として政令等で定める基準以上の放

射線量又は放射性物質が検出された場合(事業所外運搬に係

る場合を除く)。

ホットラボ施設の排気筒に

おいて、事業所境界の放射線

量が５μSv/ｈ以上に相当す

る濃度（スタックモニタ－で

１．３５×１０４Ｂｑ/㎤）が

検出された場合。

放射性物質

通常経路放

出

政令第４条第４項第２号

当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の

排気筒，排水口その他これらに類する場所において，当該

原子力事業所の区域の境界付近に達した場合におけるその

放射能水準が第１項に規定する放射線量に相当するものと

して原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質

が原子力規制委員会規則で定めるところにより検出された

こと。

第１項に規定する放射線量：５μSv/h

指針 施設敷地緊急事態を判断する EAL①

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条

に基づく通報の判断基準として政令等で定める基準以上の放

射線量又は放射性物質が検出された場合(事業所外運搬に係

る場合を除く)。

ホットラボ施設の排気筒に

おいて、事業所境界の放射線

量が５μSv/ｈ以上に相当す

る濃度（スタックモニタ－で

５．０×１０2Ｂｑ/㎤）が検

出された場合。
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放射性物質

通常経路放

出

政令第６条第４項第１号

第４条第４項第２号に規定する場所において，当該原子力事

業所の区域の境界付近に達した場合における放射能水準が前

項第１号に定める放射線量に相当するものとして原子力規制

委員会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力規制委員

会規則で定めるところにより検出されたこと。

通報規則第１２条第１項

令第６条第４項第１号の原子力規制委員会規則で定める基準

及び同号の規定による放射性物質の検出は，加工事業者，原

子炉設置者，貯蔵事業者，廃棄事業者又は使用者にあっては，

第５条の表の上欄に掲げる場合に応じ，基準についてはそれ

ぞれ同表の中欄に掲げる基準に１００を乗じて得たものと

し，検出についてはそれぞれ同表の下欄に掲げるところによ

るものとする。

指針 全面緊急事態を判断する EAL①

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に

基づく緊急事態宣言の判断基準として政令等で定める基準以

上の放射線量又は放射性物質が検出された場合(事業所外運

搬に係る場合を除く)

ホットラボ施設の排気筒

において、事業所境界の放

射線量が５μSv/ｈ以上に

相当する濃度（スタックモ

ニタ－で１．３５×１０４

Bq/㎤）が検出された場合。

別表第２ 原子力災害対策特別措置法第１５条第１項に基づく原子力緊急事態の基準 別表第２ 原子力災害対策特別措置法第１５条第１項に基づく原子力緊急事態の基準

誤記修正

放射性物質

通常経路放

出

政令第６条第４項第１号

第４条第４項第２号に規定する場所において，当該原子力事

業所の区域の境界付近に達した場合における放射能水準が前

項第１号に定める放射線量に相当するものとして原子力規制

委員会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力規制委員

会規則で定めるところにより検出されたこと。

通報規則第１２条第１項

令第６条第４項第１号の原子力規制委員会規則で定める基準

及び同号の規定による放射性物質の検出は，加工事業者，原

子炉設置者，貯蔵事業者，廃棄事業者又は使用者にあって

は，第５条第１項の表の上欄に掲げる場合に応じ，基準につ

いてはそれぞれ同表の中欄に掲げるものとし，検出について

はそれぞれ同表の下欄に掲げるところによるものとする。

指針 全面緊急事態を判断する EAL①

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に

基づく緊急事態宣言の判断基準として政令等で定める基準以

上の放射線量又は放射性物質が検出された場合(事業所外運

搬に係る場合を除く)

ホットラボ施設の排気筒

において、事業所境界の放

射線量が５μSv/ｈ以上に

相当する濃度（スタックモ

ニタ－で、

５.０×１０2Bq/㎤）が検出

された場合。
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